【様式】佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱

・第１号　　　補助金交付申請書（第６条関係）
「別紙１：事業計画書」「別紙２：事業経費積算書」
・第２号　　　変更承認申請書（第12条関係）
・第３号　　　交付決定通知書（第７条関係）
・第４号　　　変更交付決定通知書（第12条関係）
・第５号　　　申請取下げ申請書（第９条関係）
・第６号　　　補助事業実施状況報告書（第11条関係）
・第７号　　　実績報告書（第14条関係）
「別紙１：事業実施結果報告書」「別紙２：事業経費実績書」
・第８号　　　消費税等仕入控除税額報告書（第14条関係）
・第９号　　　交付額確定通知書（第15条関係）
・第10号　　補助金等交付請求書（第16条関係）
・第11号　　取得財産等管理台帳（第19条関係）



様式第１号（第６条関係）＜両面印刷：おもて面＞

令和　　年　　月　　日

　佐賀県知事　山口　祥義　　様

（申請者）
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付申請書

下記のとおり佐賀県宇宙ビジネス創出事業を実施したいので、令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金を交付されるよう、佐賀県補助金等交付規則及び佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　補助事業の内容　　別紙「事業計画書」のとおり

２　補助事業の着手　　交付決定日　～　令和　　年　　月　　日
及び完了予定日

３　補助対象経費　　　金　　　　　　　　　円

４　補助金申請額　　　金　　　　　　　　　円



【添付書類】
・別紙１）事業計画書
・別紙２）事業経費積算書



様式第１号（第６条関係）＜両面印刷：裏面＞

誓　約　書

私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記
１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。
　　　　年　　月　　日
佐賀県知事　様
　　　　　　　　　〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　 　　　〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者職氏名 〕
（ふりがな） 
氏　　名（※）　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日
責任者自署欄（※）　　　　　　　　　　　　　　　
※　氏名欄は、本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請に係る責任者の氏名の自署を付記し、法人代表者の氏名を記名とすることができる。

【別紙１】　※様式第１号：第６条関係

【佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金】
事業計画書

Ⅰ　申請者の概要
	① 企業名等
	

	② 所 在 地
	〒
	

	
	佐賀県

	③ 代 表 者
	職名：
	
	氏名：
	

	④ 事業担当者
	職名：
	
	氏名：
	

	⑤ 事業担当者
連絡先
	電話番号：
	

	
	ファックス番号：
	

	
	E-mail：
	

	⑥ 創　　業
	
	年
	⑧ 資本金
	
	円

	⑦ 従業者数
	
	人
	⑨ 売上高　1)
	
	円

	⑩ 業　　種 2)
	大分類
	

	
	中分類
	

	
	小分類
	

	⑪ 主要な製品（製品名、商品名等）

	

	⑫ 国若しくは地方公共団体又は民間団体等が実施する補助事業・委託事業等の
交付・受託実績（過去５年以内）

	


1) 直近の決算期における売上高を記載してください。
2) 総務省ホームページに掲載されている「日本標準産業分類」から該当する分類を選択してください。

Ⅱ　事業の詳細
	1) 事業計画名
	

	2) 実施予定期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	3) 事業の目的

	

	4) 事業の実施内容
※項目を挙げて、それぞれの項目ごとに詳細に実施内容を記載すること。

	

	5) 実施体制
※どのような体制で、事業を実施するか記載すること。
※自社以外の関係者についても、関係がわかるように記載すること。

	

	6) 事業実施により見込まれる効果
※短期的（～１年）な効果と中長期的（２～５年）な効果を分けて記載すること

	

	7) 事業実施後、補助事業の効果を継続させる工夫

	




Ⅲ　事業の実施から完了までの予定スケジュール
	予定年月
	項　　目

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



Ⅳ　資金調達内訳
	区分
	事業に要する経費
	資金調達先
	(A)を受け入れるまでの資金調達方法

	補助金交付
申請額 (A)
	円
	
	

	自己資金
	円
	
	円
（　　　　　　　）

	借 入 金
	円
	
	円
（　　　　　　　）

	そ の 他
	円
	
	円
（　　　　　　　）

	合　　計
	円
	
	


3) 「(A)を受け入れるまでの資金調達方法」欄は、上段に金額、下段（　）に調達方法
を記載してください。

Ⅴ　経費内訳総括表
	経費区分
	事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額(A)

	機械装置費
	円
	円
	

	コンサル費
	円
	円
	

	システム費
	円
	円
	

	外 注 費
	円
	円
	

	消耗品費
	円
	円
	

	使用料賃借料
	円
	円
	

	そ の 他
	円
	円
	

	合　　計
	円
	円
	円


4) 補助金交付申請額(A)の上限額は5,000,000円です。

【別紙２】　※様式第１号：第６条関係

【佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金】
事業経費積算書
（単位：円）
	補助対象
経費区分
	品名・実施内容等
	仕様・型式
・実施概要等
	数量
	単位
	単価
(税抜)
	補助事業に要する
経費 (税込)
	補助対象経費
(税込)
	県内調達
（税込）

	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	コンサルティング費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	システム設計・開発・運用費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	外注費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	補助対象経費（A）
(税込)
	県内調達（B）
（税込）

	
	
	


【注意】1)補助対象経費の積算根拠となる資料（見積書や利用料金の明細など）を添付してください。
2)必要に応じて、行を増やしてください。
様式第２号（第12条関係）

令和　　年　　月　　日

　佐賀県知事　山口　祥義　　様

（申請者）
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金変更承認申請書

令和　年　月　日付け　　第　　号で交付決定を受けた令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金について、下記のとおり事業内容を変更したいので、佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱第12条第１項の規定に基づき関係書類を添えて申請します。


記

１　事業変更の内容


２　変更理由


３　補助対象経費等の額の変更
	
	交付申請（交付決定）
	変更後（変更申請）

	補助対象経費
	円
	円

	補助金申請額
	円
	円



【添付書類】
・別紙１）事業計画書（変更後）
・別紙２）事業経費積算書（変更後）

様式第３号（第７条関係）
第　　　　号
令和　年　月　日

補助事業者　　様

佐賀県知事　　山口　祥義


令和８年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金の交付決定について（通知）

令和　年　月　日付けで申請がありました、令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金について、佐賀県補助金等交付規則（昭和53年佐賀県規則第13号、以下「規則」という。）第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定しましたので、規則第６条の規定に基づき通知します。

記

１　補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容は、令和　年　月　日付けで申請があった令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付申請書（以下「交付申請書」という。）記載のとおりとする。

２　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
補助事業に要する経費 　　金                   円
補助対象経費 　　　　　　金                   円
補助金の額 　　　　　　　金                   円
ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

３　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額の配分は、交付申請書記載のとおりとする。

４　補助金の交付条件は、次のとおりとする。
（１）規則及び佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）の規定に従うこと。
（２）補助事業に要する経費の配分及び事業の内容の変更をする場合においては、知事の承認を受けること。ただし、補助対象経費の各費目又は各費目の内訳に配分された額のいずれか低い額の20%以内の増減を行うとする場合については、この限りではない。
（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。
（４）補助事業が予定の期間に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。
（５）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、補助事業完了後５年間保管すること。
（６）規則第２２条本文の規定により、知事に承認を得て財産を処分したことにより収入のあった場合は、当該収入の全部又は一部を県に納付させることがある。

５．補助金の額の確定は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告（様式第７号）を受けたあと、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業等の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときに通知するものとする。

６．補助金の額の確定の通知を受けた補助事業者等は、補助金等の交付を受けようとするときは、交付要綱第16条に基づき様式第10号「補助金等交付請求書」を知事に提出しなければならない。
なお、知事が必要と認めた場合には、補助金等を概算払により交付することができる。

７．当該通知に係る補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、交付決定の通知があった日から起算して２０日以内に申請の取下げをすることができる。
なお、申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定は、なかったものとみなす。





様式第４号（第12条関係）
第　　　　号
令和　年　月　日

補助事業者　　様

佐賀県知事　　山口　祥義

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金に係る事業内容の
変更承認について（通知）

令和　年　月　日付けで申請がありました、佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第12条第１項の規定に基づく令和　年度事業内容の変更申請については、変更内容が補助事業の目的に沿ったものであり当初の申請内容と同質性が失われない範囲であることを確認し、承認することとしたので、同条第２項の規定により、下記のとおり通知します。

記

１　補助金交付の対象となる事業の内容は、変更申請により変更された部分を含め交付決定をした事業の内容とする。

２　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
補助事業に要する経費 　　金                   円
（変更に伴う増減額 金                   円）
補助対象経費 　　　　　　金                   円
（変更に伴う増減額 金                   円）
補助金の額 　　　　　　　金                   円
（変更に伴う増減額 金                   円）
ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

３　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額の配分は、変更承認申請書記載のとおりとする
。



様式第５号（第９条関係）

令和　　年　　月　　日

　佐賀県知事　山口　祥義　　様

（申請者）
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付申請の取り下げ

令和　年　月　日付け　　第　　号で交付決定を受けた令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金について、佐賀県補助金等交付規則第７条及び佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり申請を取り下げます。

記

１　取り下げる申請（文書）
　　申請日　　　：　令和　　年　　月　　日
　　補助対象経費：　金　　　　　　　　　円

２　交付決定の内容
　　交付決定日　：　令和　　年　　月　　日　　　第　　号
　　交付決定額　：　金　　　　　　　　　円

３　申請を取り下げる理由





様式第６号（第11条関係）

令和　　年　　月　　日

　佐賀県知事　山口　祥義　　様

（申請者）
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金実施状況報告書

令和　年　月　日付け　　第　　号で交付決定を受けた令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金について、佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱第11条の規定に基づき、下記のとおり提出します。


記

事業の実施状況
	基準日
	令和　　年　　月　　日時点

	実施状況
	

	補助対象経費の支払状況
	　　　　　　　　　　　　　　　円


※事業の進捗状況が確認できる資料（計画表、写真、支払伝票など）を添付。


様式第７号（第14条関係）

令和　　年　　月　　日

　佐賀県知事　山口　祥義　　様

（申請者）
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金実績報告書

令和　年　月　日付け　　第　　号で交付決定を受けた令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金について、下記のとおり事業が完了したことから、佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱第14条の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。


記

１　補助事業の実績　　別紙「事業実施結果報告書」のとおり

２　事業に要した経費　別紙「事業経費実績書」のとおり

３　補助事業の実施期間　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

４　補助対象経費　　　金　　　　　　　　　円



【添付書類】
・別紙１）事業実施結果報告書
・別紙２）事業経費実績書




【別紙１】　※様式第７号：第14条関係

【佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金】
事業実施結果報告書

Ⅰ　補助事業者の概要
	① 企業名等
	

	② 所 在 地
	〒
	

	
	佐賀県

	③ 代 表 者
	職名：
	
	氏名：
	

	④ 事業担当者
	職名：
	
	氏名：
	

	⑤ 事業担当者
連絡先
	電話番号：
	

	
	ファックス番号：
	

	
	E-mail：
	




Ⅱ　事業の詳細
	1) 事業計画名
	

	2) 実施期間
	令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

	3) 実施体制
※どのような体制で実施したのか、自社以外の関係者を含めて記載すること。

	

	4) 事業の実施実績（経過及び具体的内容）
※補助事業計画書「事業の実施内容」の項目ごとに実績を記載すること

	

	5) 事業の効果
※当該事業の実施により、どのような効果があったのか、補助事業計画書「事業実施により見込まれる効果」に関連させて記述すること。）

	

	6) 今後期待される効果

	




Ⅲ　事業の実施から完了までの実績スケジュール
	予定年月
	項　　目

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



Ⅳ　経費内訳総括表
	経費区分
	事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額(A)

	機械装置費
	円
	円
	

	コンサル費
	円
	円
	

	システム費
	円
	円
	

	外 注 費
	円
	円
	

	消耗品費
	円
	円
	

	使用料賃借料
	円
	円
	

	そ の 他
	円
	円
	

	合　　計
	円
	円
	円


1) 詳細は、別紙２「事業経費実績書」に記載してください。
2) 交付申請額の上限額は5,000,000円です。


【別紙２】　※様式第７号：第14条関係

【佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金】
事業経費実績書
（単位：円）
	補助対象
経費区分
	品名・実施内容等
	仕様・型式
・実施概要等
	数量
	単位
	単価
(税抜)
	補助事業に要する
経費 (税込)
	補助対象経費
(税込)
	県内調達
（税込）

	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	コンサルティング費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	システム設計・開発・運用費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	外注費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	補助対象経費（A）
(税込)
	県内調達（B）
（税込）

	
	
	


【注意】1)事業に要した経費の支払い状況が確認できる資料（契約書、支払伝票など）を添付してください。
2)必要に応じて、行を増やしてください。
様式第８号（第14条関係）

令和　　年　　月　　日

　佐賀県知事　山口　祥義　　様

（申請者）
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名

消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書

令和　年　月　日付け　　第　　号で額の確定を受けた令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金について、佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金交付要綱第14条第３項の規定により、下記のとおり報告します。


記

１　交付額確定通知書における確定補助金額
　　　金　　　　　　　　　円
２　上記１の額の確定時における補助金に係る消費税仕入控除税額
　　　金　　　　　　　　　円　… (Ａ)
３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る仕入控除税額
　　　金　　　　　　　　　円　… (Ｂ)
４　要補助金返還相当額（ (Ｂ)－(Ａ） ）
　　　金　　　　　　　　　円

【添付書類】
・上記２の消費税額および地方消費税額に係る仕入控除税額の確定申告の写し
（確定申告後に修正申告等を行った場合はその修正申告の写し等）
・仕入控除税額の内容が確認できる積算資料など、その他、知事が必要と認めたもの

様式第９号（第15条関係）
第　　　　号
令和　年　月　日

補助事業者　　様

佐賀県知事　　山口　祥義

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金の額の確定について（通知）

令和　年　月　日付けで提出がありました、令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金実績報告書について、佐賀県補助金等交付規則（昭和５３年佐賀県規則第１３号、以下「規則」という。）第１３条の規定に基づき、その内容を審査した結果、補助金の額を下記のとおり確定したので通知します。

記

確定補助金額　　　　　金                   円
交付決定補助金額　　　金                   円
（令和　年　月　日　　第　　号）
交付済補助金額　　　　金                   円




様式第10号（第16条関係）

令和　　年　　月　　日

　佐賀県知事　山口　祥義　　様

（申請者）
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名

令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金精算（概算）払請求書

令和　年　月　日付け　第　　号で交付決定を受け、令和　年　月　日付け　第　　号で額の確定を受けた令和　年度佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金について、下記のとおり請求します。

記

１　請求金額　　　　　　金　　　　　　　　　円
　（内訳）交付決定額　　金　　　　　　　　　円
　　　　　交付済額　　　金　　　　　　　　　円
今回請求額　　金　　　　　　　　　円
残額　　　　　金　　　　　　　　　円

２　振込先　
	金融機関名
	銀行・信金
信組・農協
	支店　
出張所　

	預金種目
	１　普通　　　　２　当座

	口座番号
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
口座名義
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




　※「概算払」の場合は、本文カッコ（　）書きの部分を削除して使用すること。

様式第11号（第19条関係）

【佐賀県宇宙ビジネス創出事業費補助金】
取得財産等管理台帳

	品名
	様式・型式等
	取得年月日
	検収年月日
	耐用
年数
	単価
(税込)
	数量
	取得額
(税込)
	設置場所
	備品番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



